
（ ）

一般会計

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
少子化対策基本法（平成15年法律第133号）

主要政策・施策

％

-

％

目標値

達成度 ％

％

％

定量的な成果目標

本交付金が、地域の少子化
対策の強化に効果があった
か。

-

実施方法

計

その他の事項経費

▲ 3,008

-

25年度

翌年度へ繰越し ▲ 3,008

作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 少子化対策担当 参事官　角田　リサ

事業名

会計区分

28年度

事業番号

地域少子化対策強化事業 担当部局庁 子ども・子育て本部

3,008

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・自治体の行う、結婚に対する取組及び結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組を支援する。
・自治体は、交付金の対象として申請する事業について、結婚支援等全体の計画の中での位置づけを示し、内閣府においては、結婚支援等全体及び申請事
業が効果の見込まれるものであるかについて、有識者による審査を経て事業選定を行う。
・自治体は、申請事業及び結婚支援等全体のKPIを設定し、効果検証を実施し、内閣府に報告。内閣府においては、交付金の活用全体の効果検証を実施し、
次年度以降の事業選定等に反映。

2,499

-

- -

▲ 2,499

予算
の状
況

当初予算

％

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

3,008

25年度

-

予備費等

29年度要求

27年度
中間目標

100

目標値

成果指標

-

補正予算 3,008

【平成27年度限り】
本交付金を活用して、地域
の少子化対策の強化に効
果があったと考える都道府
県の割合。

成果実績

％

単位

2,499

【平成26年度まで】
少子化の状況は、社会の
様々な要因に影響するとこ
ろが大きく、成果目標を示
すことは不可能であるが、
事業の成果として交付金を
活用し実施した先駆的な事
業について、ＨＰにおいて公
表することにより、好事例の
横展開を図ることで、地域
における少子化対策に資す
る。

26年度

【平成26年度まで】
本交付金は、各都道府県の
計画を基に行うものであり、
事業内容が各都道府県に
より異なることから、一律の
活動指標を示すことはでき
ないが、事業の成果として
交付金を活用し実施した先
駆的な事業について、ＨＰに
おいて公表することとする。

成果実績

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

都道府県及び市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合等を含む。）が、地域の実情と課題に応じて行う結婚に対する取組及び結婚、妊娠・出産、乳児期
を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組について支援することとし、もって、地域における少子化対策の推進に資することを目的とする。

前年度から繰越し - 3,008

成果実績

目標値

平成２５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

成果指標

1,919 2,267

執行率（％） - 64% 75%

％

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

0 3,008

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

- - 70 -

-

- - - - -

-

-

-

-

・少子化社会対策大綱（平成27年3月30日閣議決定）
・一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策（平
成27年11月26日一億総活躍国民会議）

25年度 26年度 27年度

％

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0106

3,008 2,998

-

499 1,103

年度
単位

1,103

目標最終年度

- -

-

- - -

目標最終年度

年度

- - 100 - -

年度

-

-

- -

- -

-

目標最終年度

年度

- - - - -

年度

-

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標

- - - -

-

少子化社会対策



自治体において単独では取り組むことが難しかった「結婚に
対する取組」や「結婚、妊娠・出産、乳幼児を中心とする子育
てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組」について、交付金
により財源が確保でき、国と連携して着手することにつながっ
た。

○

-

評　価項　　目

・本交付金は、全国知事会からの強い要望もあり創設された
ところ。また、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施す
べき対策」においても、結婚、妊娠から子育てに至る各段階の
負担・悩み・不安を切れ目なく解消するための支援を充実する
こととされ、地域における様々な出会いの機会の提供など結
婚に向けた活動を支援することとされたところ。なお、少子化
は危機的状況にあり、国・地方公共団体が連携して少子化対
策を推進していくことが不可欠。

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

都道府県

100

活動実績

27年度

単位

％【平成27年度限り】
本交付金を活用した地域が
結婚、妊娠、子供・子育てに
温かい社会の実現に向かっ
ていると感じる地域住民の
割合。

成果実績

目標値 ％

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

499 1,103

庁費

28年度活動見込

-

定量的な成果目標

成果指標

本交付金を活用した都道府県数

- - 63.4

- 80

本交付金を活用した地域
が、結婚、妊娠、子供・子育
てに温かい社会の実現に向
かっているか。

達成度

○

「新しい日本のための優先課題推進枠」653

○

・実施要領に、地方公共団体が委託先の選定に責任を有する
こと、事業実施に当たっては、実施主体である地方公共団体
の財務規則等に則り、入札等を行うことにより競争性及び妥
当性の確保を図るよう明記し、周知徹底を図っている。
・事業の採択に当たっては、真に必要性や効果があるか等に
ついて外部有識者による審査を経ている。

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

成果指標

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

・一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策に
おいても必要性・優先度が高いとされている内容である。また
少子化対策の政策体系の中での支援の必要性の観点から、
平成27年度補正からは平成27年秋の年次公開検証の指摘も
踏まえ「結婚に対する取組」「結婚、妊娠・出産、乳児期を中心
とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成」の分野に対象
分野を集約し、支援事業の重点化を図ることとした。

達成度 ％

X=地域少子化対策強化（重点推進）交付金の決算額／
Y=交付金を活用した都道府県数

単位当たり
コスト

○

百万円

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

目標値

単位

地域少子化対策重点推進
交付金

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

1,919/47 2,998/472,267/45

499

0.9

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

28年度当初予算

- 47

国
費
投
入
の
必
要
性

47

単位

％

本交付金を活用した事業の
目標が達成され、地域の少
子化対策の強化に効果が
あったか。

目標を達成した申請自治体
の割合

成果実績

都道府県

活動指標

-

26年度

41 50

計算式 　　X/Y

64

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

-

職員旅費 0.8

諸謝金

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

75.4

50

0.3

年度

年度

- - 50.7

-

年度

- -

- -

25年度 26年度 27年度

- -

- - 100 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

中間目標 目標最終年度

年度

- -

31

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 47 45 -

47

1,100

25年度

歳出予算目

0.8

29年度要求 主な増減理由

-

計

委員等旅費

チェック



同上

○

内閣府地方創生推進室

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

同上

○

○

・地方公共団体の好事例については、事例フォーラムを開催
し、また内閣府HPにおいて紹介しているところ。また内閣府と
して、事業全体の効果検証のために有識者委員会を設置し、
報告書を作成している。
・平成26年版から平成28年版の「少子化社会対策白書」で
は、交付金を活用した自治体の取組を紹介し、広く周知をして
いる。
・平成28年度は、これまでの取組から発掘された優良事例の
案を示し、横展開を支援することとしている。

事業名

改善の
方向性

現在、平成27年度補正予算分、平成28年度当初予算分に係る事業計画の申請、審査段階であるが、昨年度秋の年次公開検証において頂いた
指摘（これまでの事業について効果があったかどうかの検証、地方公共団体の立場に立った見直し、地方創生推進交付金との整理、当初予算と
しては補助率の見直し）を踏まえた改善を進めるとともに、自治体による個々の事業の検証結果を踏まえた事業全体の検証を進める。

昨年度秋の年次公開検証において頂いた指摘（これまでの事業について効果があったかどうかの検証、地方公共団体の立場に立った見直し、地
方創生推進交付金との整理、当初予算としては補助率の見直し）を踏まえたうえで、以下の対応を行っている。

◯少子化対策の政策体系の中での支援の必要性、これまでの事業実績における効果、まち・ひと・しごと創生本部や各省との役割分担の観点か
ら、「結婚に対する取組」及び「結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組」に対象分野を集約し、支援
事業の重点化を図った。

○平成27年度補正予算分及び平成28年度当初予算分で措置された交付金において、次に掲げることなどにより、効果が見込まれる事業の採
択、事業の効果検証を図ることとした。
　・自治体は、少子化対策の取組全体及びその効果検証等に基づく地域の課題、その中での申請事業の位置付けを報告し、地域の課題に対して
効果が見込まれる事業を申請
　・自治体は、申請に当たって、KPIを設定し、事業終了後、定量的な効果検証を行い、 結果を内閣府に報告（当該自治体の少子化対策全体の
KPIも設定し、平成29年度及び平成31年度終了時点に効果検証を実施）
　・内閣府は、事業の採択に当たって、真に必要性や効果があるか等について有識者による審査を経る

○内閣府として、自治体の効果検証を踏まえた交付金事業全体の定量的な効果検証をこれまで以上に入念に実施する。

○地方創生推進交付金との関係について、平成28年度当初予算案において、次のとおり整理した。平成27年度補正予算の地方創生加速化交付
金との関係についても同様に整理した。
　・地域少子化対策重点推進交付金は、一億総活躍社会実現のため、少子化対策の政策体系を俯瞰する中で、また、まち・ひと・しごと創生本部
や各省との役割分担も踏まえ、「結婚に対する取組」及び「結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取
組」に対象を集約する。
　・他方、地方創生推進交付金は、各省の既存の補助金等で対応できないものであって、政策間連携等を伴うものを対象としており、「結婚に対す
る取組」や「結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組」に集約された取組は対象とならない。
　・自治体においていずれの交付金に該当するか混乱が生じないよう、窓口の共同化などの措置をとる。

○平成28年度当初予算案の補助率を１/２とすることとした。

点検結果

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事
業
の
効
率
性

○

○

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

同上

・地方創生推進交付金は、各省の既存の補助金等で対応で
きないものであって、政策間連携等を伴うものを対象としてお
り、「結婚に対する取組」や「結婚、妊娠・出産、乳児期を中心
とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組」に集約
された取組は対象とならない。
・その上で、自治体においていずれの交付金に該当するか混
乱が生じないよう、統一的マニュアルの作成や申請・相談窓
口の共同化を行っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

事業番号

関
連
事
業

地方創生の深化のための新型交付金

‐

事
業
の
有
効
性

所管府省・部局名

・地方公共団体にKPIの設定や定量的な効果検証の実施を求
めるなど、PDCAサイクルにより、効果が見込まれる事業の採
択、実施事業の効果検証を図り、内閣府としても全体の定量
的な効果検証を行う。
・事業の採択に当たっては、真に必要性や効果があるか等に
ついて有識者による審査を経ることとしている。

○ 同上

○

‐

少子化への対応は、様々な施策を総合的に講じることによっ
て行われるものであり、また、効果があらわれるまでに一定の
時間を要するが、各自治体においては地域の実情に応じた目
標を設定しているところ。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・「受益者との負担関係は妥当であるか。」の説明と同様。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

繰越理由（平成27年度補正予算）
都道府県からの交付申請が遅延し、年度内の事業完了が困
難になったため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

新28-0001

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

・交付金を申請してきた地方公共団体と事前協議を行い、経
費の用途も含め事業の精査を行っているところ。（事前に自治
体向けの説明会を開催し、本交付金の積算の考え方等につ
いて周知を図っている。）
・事業の採択に当たっては、真に必要性や効果があるか等に
ついて外部有識者による審査を経ており、この中でも、受益者
との負担関係の妥当性についてチェックを行っている。



外部有識者の所見

－

－ 0115

－平成23年度

平成26年度

公開プロセス
評価結果：廃止１、事業全体の抜本的な改善２、事業内容の一部改善３

国自身が定量的な目標を設定していないこと、また、各自治体の個々のアイデアについても効果の分析が必要であることなど、全体に効果の測定が不十分と指摘せ
ざるを得ない。また、継続的な効果発揮のためには、地域の体制整備や人材育成にも目を向ける必要がある。
全体として総合調整の視点からの見直しが必要である。

平成28年度公開プロセスの取りまとめコメントを受け、政府全体の少子化対策の政策体系の中での地域少子化対策強化事業の位置付けを踏まえ、
新たに国の定量的な目標を以下のとおり設定した。
・交付金を活用して行う、結婚支援のための体制整備又は人材育成に関する取組（ボランティアの育成等）によりカバーされる地方自治体の割合
54％（平成31年度）
・交付金を活用して行うライフデザイン教育に関する取組によりカバーされる都道府県、市区町村の割合　都道府県 85％、市区町村 8％（平成31年
度）
・交付金を活用して行う、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組（男性の出産直後の休暇取得の促進
等）によりカバーされる地方自治体の割合　74％（平成31年度）
また、交付金を活用した自治体の取組の効果検証等を実施するほか、全ての自治体を対象に、結婚支援等の体制整備や人材育成などの取組状況
（交付金事業に限らず、かつ、既に廃止してしまった事業を含む。）を調査し、交付金事業全体の効果を検証する。
平成28年度補正予算案においては、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）の実現を加速化するため、対象事業を地域の体制整
備や人材育成に係る先進的な取組等に重点化し、自治体の取組を強力に支援することとしたほか、平成29年度当初予算概算要求においても、これ
までの自治体の取組から発掘された優良事例の横展開を支援する中で、地域の体制整備や人材育成に係る取組を積極的に支援することとする。

執
行
等
改
善

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度 0079

平成24年度

平成27年度

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

公開プロセスの結果を踏まえ、事業の見直しを行い、概算要求に反映させること。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

金　額
(百万円）

A.富山県

25

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

地域少子化対策強化に関する事業交付金

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

B.新潟市

金　額
(百万円）

64 交付金地域少子化対策強化に関する事業

費　目 使　途費　目 使　途

計 64 計 25

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

内閣府子ども・子育て本部

2,267百万円

A.都道府県（45都道府県）

2,267百万円

（都道府県執行分 1,554百万円）

B.市区町村へ交付（166市町村）

713百万円



支出先上位１０者リスト
A.

B

高知県

新潟県

福島県

石川県

大阪府

香川県

和歌山市 6000020302015
地域少子化対策強化に関
する事業

10 - - -

地域少子化対策強化に関
する事業

10 - - -

地域少子化対策強化に関
する事業

13 - - -文京区 6000020131059

- -北九州市 8000020401005
地域少子化対策強化に関
する事業

17 -

4

茨城県

静岡県

6

-

富山県

三重県

5 - -

- -

- -

8

7

1

- -

-

9

- -

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

10

2

3

地域少子化対策強化に関
する事業

242

21 -

-

新潟市 5000020151009

- -

-

熊本市

-

- -

支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

地域少子化対策強化に関
する事業

25 -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

大津市 9000020252018
地域少子化対策強化に関
する事業

9000020431001

地域少子化対策強化に関
する事業

17 -

地域少子化対策強化に関
する事業

20 -

6000020272035 - -

地域少子化対策強化に関
する事業

13 - - -

10

8

9

郡山市 9000020072036

加賀市 2000020172065

- -

6

7

4

5

旭川市 9000020012041

豊中市

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-54

7000020160008 64

2000020080004

- -

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

-

- -

法　人　番　号

5000020240001

-

-

-

- -

5000020390003

5000020150002

7000020070009

2000020170003

7000020220001

4000020270008

8000020370002

63

61

59

53

51

49

59

56

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業

地域少子化対策強化に関
する事業



成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 25年度

本交付金により地方自治体
の結婚支援のための体制
整備又は人材育成に関す
る取組（ボランティアの育成
等）が推進したか。

交付金を活用して行う、結
婚支援のための体制整備
又は人材育成に関する取
組（ボランティアの育成等）
によりカバーされる地方自
治体の割合

成果実績 ％

26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

31 年度 年度

- - -

目標値 ％ - - - 54

達成度 ％ - - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 25年度

本交付金により地方自治体
（都道府県）のライフデザイ
ン教育が推進したか。

交付金を活用して行うライフ
デザイン教育に関する取組
によりカバーされる都道府
県の割合

成果実績 ％

26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

31 年度 年度

- - -

目標値 ％ - - - 85

達成度 ％ - - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 25年度

本交付金により地方自治体
（市区町村）のライフデザイ
ン教育が推進したか。

交付金を活用して行うライフ
デザイン教育に関する取組
によりカバーされる市区町
村の割合

成果実績 ％

26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

31 年度 年度

- - -

目標値 ％ - - - 8

達成度 ％ - - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 25年度

本交付金により地方自治体
の結婚、妊娠・出産、乳児
期を中心とする子育てに温
かい社会づくり・機運の醸成
の取組（男性の出産直後の
休暇取得の促進等）が推進
したか。

交付金を活用して行う、結
婚、妊娠・出産、乳児期を中
心とする子育てに温かい社
会づくり・機運の醸成の取
組（男性の出産直後の休暇
取得の促進等）によりカ
バーされる地方自治体の割
合

成果実績 ％

26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

31 年度 年度

- - -

目標値 ％ - - - 74

達成度 ％ - - -
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